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術等を応用した移動体追跡
域内を移動する移動型機械
覚センサを用いた移動体の
移動体追跡を目的としたパ
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、日本機械学会

砂災害、 月 日、
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振動レベルの検討、同上
強風時における足場作業の
上

る実験的研

ミニュケー

害の発生時

合施設にお

危険性に関

情報の
）梅崎
同上
）伊藤
地震時
盤工学

活用に関する研究、同上
重夫、清水尚憲 産業安全研

和也、玉手聡ほか 自立型
応答特性に及ぼす地盤の影
会関東支部研究発表会

究所の安全管理、

タワークレーンの
響、 月 日、地


